
全員参加のシステム作りによる
パフォーマンスの向上

対象組織：ぺんてる株式会社茨城工場
主要業務：文具製造
適用規格： ＩＳＯ９００１：2015 対象人員数：２７１名

ＩＳＯ14001：2015 対象人員数：３６４名
（2017年３月３１日現在）

認証機関：日本科学技術連盟ＩＳＯ審査登録センター

ご紹介する内容
１．会社概要
２．ＩＳＯシステムの変遷
３．提案型内部監査を始めとした内部監査の工夫
４．パフォーマンス結果
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あそま かずゆき

ぺんてる株式会社茨城工場 遊馬 一幸



設立

社名

昭和21年（１９４６年）３月

ぺんてる株式会社
昭和４６年（１９７１年）

大日本文具株式会社より社名変更

１．社業を通じて国家社会への貢献
１．製品を通じて全世界よりの

信用の蓄積
１．相手の気持になって行動する

感謝と奉仕の精神
１．アイデアを尊ぶ研究的態度
１．適正利潤と冗費節約による

会社従業員の繁栄
１．正しい人格と愛される人柄の培養

１．会社概要

2

社訓（昭和３７年制定）



２０１７年 ３月３１日現在
敷地面積 ７０，３９７㎡

建屋面積 ２５，２０９㎡

従業員数 ２７１名
男子社員 ７４％
女子社員 ２６％

１９６４年９月
サインペン工場として稼動開始

現在の
ぺんてる茨城工場

１９６７年当時の
ぺんてる茨城工場

3

茨城工場概要



草加工場

4

ボールペン・サインペンなど

47%

シャープ、

替え芯など13%

電子・

機設・OEM
10%

画材

11%

その他

文具

20%

〈国内〉
58%

〈海外〉
42%

吉川工場

製品紹介（国内３工場）



品質
・ＴＱＭ活動の一環として

ＱＣサークル活動（小集団改善活動）が盛ん
（全日本ＱＣサークル選抜大会で過去４回金賞受賞）
⇒「提案」には慣れている

・１９７６年にデミング賞受賞
（但し、その時に在籍していた社員がほとんどいない）

環境
・工業団地の東端に位置している

（一部住宅地と接している部分あり）
・霞ヶ浦流域に位置するため、排水規制が厳しい
・第２種エネルギー管理指定工場

その他システム
・「組織上の茨城工場」と「ＭＳ上の茨城工場」は若干異なる

（次ページスライドのとおり）
・「経営者」は工場長

ぺんてる及び茨城工場の特徴



１９７６年デミング賞受賞
１９７８年デミング博士

茨城工場賞ご訪問



品質
・ＴＱＭ活動の一環として

ＱＣサークル活動（小集団改善活動）が盛ん
（全日本ＱＣサークル選抜大会で過去４回金賞受賞）
⇒「提案」には慣れている

・１９７６年にデミング賞受賞
（但し、その時に在籍していた社員がほとんどいない）

環境
・工業団地の東端に位置している

（一部住宅地と接している部分あり）
・霞ヶ浦流域に位置するため、排水規制が厳しい
・第２種エネルギー管理指定工場

その他システム
・「組織上の茨城工場」と「ＭＳ上の茨城工場」は若干異なる

（次ページスライドのとおり）
・「経営者」は工場長

ぺんてる及び茨城工場の特徴



東側：平地林
住宅

北側：

平地林
西側：工業団地

住宅

ぺんてる茨城工場の周辺





ぺんてる茨城工場のエネルギー消費

第２種
エネルギー管理指定工場
エネルギー消費の約90％が
電気（電気依存型？）

・組立機及び空気圧縮機
・空調機器 など



品質
・ＴＱＭ活動の一環として

ＱＣサークル活動（小集団改善活動）が盛ん
（全日本ＱＣサークル選抜大会で過去４回金賞受賞）
⇒「提案」には慣れている

・１９７６年にデミング賞受賞
（但し、その時に在籍していた社員がほとんどいない）

環境
・工業団地の東端に位置している

（一部住宅地と接している部分あり）
・霞ヶ浦流域に位置するため、排水規制が厳しい
・第２種エネルギー管理指定工場

その他システム
・「組織上の茨城工場」と「ＭＳ上の茨城工場」は若干異なる

（次ページスライドのとおり）
・「経営者」は工場長

ぺんてる及び茨城工場の特徴



各製造部品質管理委員会

画材１課・2課

ペン１課・２課

部品１課・２課

購買管理部

ペン生産技術室

企画室

検査課

業務課

ペン開発課・画材開発課

吉川
工場長

草加
工場長

茨城
工場長

生産
本部長

商品開発本部長

社長・
経営会議

画材製造部

環境管理委員会

機設室

内部監査員

管理責任者

画材生産技術室

ペン製造部

茨城工場 組織図



２．ＩＳＯシステムの変遷（認証取得まで）

社内 社外

1951 弊社等が中心になり、クレヨン及びパス、水彩絵の具のＪＩＳ規格原案作成
以後、多くの文具製品のＪＩＳ規格化を推進

1965 ＱＣサークル活動開始

1974 茨城工場総合排水処理施設竣工

1976 デミング賞実施賞受賞

1991 JIS Z 9901 制定

1995 茨城工場でISO9001認証取得

1996 JIS Q 14001 制定

1998 吉川工場でISO14001認証取得

1999 茨城工場でISO14001認証取得

ISO9001認証取得の目的
・デミング賞受賞以後、社内の品質保証体制の再構築のために、
客観的に仕事の仕組みを見直したい

・輸出依存型企業であるため海外顧客からの要望が多くなりつつある
ISO14001認証取得の目的
・環境リスクに関する事前の対応

日本各地で
公害問題が発生



茨城工場：ISO9001（1995年認証取得)
ISO14001(1999年認証取得)
2011年QMS/EMS統合認証移行
2016年QMS/EMS2015年版移行

吉川工場：ISO9001(1996年認証取得) 
ISO14001(1998年認証取得)
2013年QMS/EMS統合認証移行
2016年QMS/EMS2015年版移行

草加工場：電子機器事業部ISO9001(1998年認証取得)
機設事業部ISO9001(1998年認証取得) 
ISO14001(2000年認証取得）
2013年QMS電子/機設合同認証移行
2014年化成品事業も拡大認証移行

国内３工場のＩＳＯ導入後の概略



２００１年 ＩＳＯ９００１：２０００年版移行審査

1999.06 タスクチーム結成、活動開始

2000.01～2001.03
タスクチームによる内部監査員教育、
内部品質監査、及びシステム改善

2001.04 2000年版移行審査

この活動を通じて、全員で意見を出しながら、
聞きながらシステムを作る、という気運が生まれた

（重複文書・作業削減のための）ＱＭＳ・ＥＭＳの統合

2002～2003 規定要領類、様式を統合

2008.9 第１回内部統合監査の実施

2011.4 統合マニュアル制定

ＭＳ統合に際しＴＱＭ方針管理との融合を図る
⇒その土壌が2015年版対応にも活きてくる



1994年の予備審査以後、外部審査時は必ず議事録作成
⇒議事録から不適合事項、観察事項以外の事項でも

有用な内容は対応をして、システムのレベルアップを図る

更なるパフォーマンス向上のためのシステム作り

その１ 外部審査の活用



具体的事例（議事録より）
工場内でのＱＣ教育はしっかりしているので
今後は協力企業等へも教育を継続して欲しい。
協力企業も含めたすべてが「ぺんてる」なので、
協力企業も含めて
１つ１つ取り組む必要があるのでは？

その対応 （協力企業勉強会にて）
① ヒューマンエラーに関連したＰＳＦ分析の説明
② 特性要因図講習などのＱＣ手法教育

被審査組織が審査を通じて審査員より頂きたい情報

組織全体を俯瞰してお気づきになった点
（組織の中にいると意外と組織全体を客観的に見ていない）

⇒「改善の機会」（システムへの活用、方向性修正など）



指摘 不適合（不整合） 重大
軽微

提案（≒観察事項）

提案型内部監査？？
目的：不適合とは言えない

潜在的な問題点の顕在化

2002年3月、
23回内部品質監査の際に不適合とは言い切れない
改善すべき案件

⇒「提案」と称した

その２ 内部監査の活用



① 品質と環境を同時に監査
② 原則として全部署、該当する全項番を監査対象
③ 監査員は若手、中堅社員を中心に構成

⇒内部監査は「教育の場」（⇒弊害もあり）
④ 応答は管理職だけでなく担当者、ラインでも監査実施

⑤ 監査でシステムが「有効でない部分」を
顕在化させることを重要視

３．提案型内部監査を始めとした内部監査の工夫

当工場の内部監査の特徴

システムが有効でない部分を積極的に検出する

⇒提案型内部監査
狙い ・効率的なシステムづくり

・システムは自分たちで作るという意識改革



① 品質と環境、内部統合監査のメリット

従来：Ｑ：２月実施⇒４、５月外部審査
Ｅ：９月実施⇒１２月外部審査

⇒半期ごとの方針・目標の見直しに繋がらない
⇒ＱとＥのバランスの関係で部署によっては年１回？

現状：内部統合監査：２００８年９月より９月、２月実施

⇒監査結果を踏まえて次期半期にも繋げられる
（半期毎の方針、目標の見直しのインプット情報となる）

② 原則として全部署、該当する全項番を監査対象

年２回の内部監査で
重点表の該当する全項番を網羅

１回の内部監査で
全部署を網羅



監査日程表作成の際の配慮事項

設
計
（
開
発
）

設
計
（
生
産
技
術
）

製
造
①

検
査

購
買

製
造
②

監査実施までに
日程表の改訂が１０回以上
⇒監査員の調整で苦労する

・製造課所属の監査員が
担当外の製品を製造する
製造課を監査

（水平展開の可能性の模索）

部署間のばらつき低減

・開発担当の監査員が
自ら設計した製品を
製造する製造課を監査

・製造課所属の監査員が
担当する製品を
開発する部署を監査
（設計の思想、後工程はお客様）

前工程と後工程の
関係の組み合わせ

③ 内部監査は教育の場



サブリーダー：課長職、ベテランがリーダーをフォロー

リーダー：係長・中堅社員

⇒リーダーを経験することでの教育的効果
⇒自部署の被監査対応（部下の育成）が手薄になる

教育のため……監査員は若手、中堅社員が中心



そこで内部監査アドバイザー制度の導入
（第12回内部監査（2015年3月）より）

監査員の選出
・若手監査員を重点的に選出
・課長職は自部署の後進指導
（極力監査員より外す）

・代わりに部次長職や再雇用社員
にアドバイザーを依頼
⇒年代構成の問題あり（後述）

④ 部署長だけでない監査

監査の応対は部署長以外も実施
製造課は、監査チームを２つに分け、
製造課長・スタッフとラインを同時に監査
⇒実際の製造プロセスのシステム整合性を確認



システムの有効性の評価
⇒ムダか、ムダでないか、

効率的か、非効率かは・・・・・

・第３者だとよくわかる
・当事者がよくわかっている

⇒双方からのアプローチが必要
（監査員＝第３者、被監査者＝当事者）

⇒内部監査時における「提案」の取り入れ
（双方から提案できる内部監査）

⑤ 提案型内部監査



工場長 管理責任者 実施責任者 監査チーム 被監査部署

年間計画立案承認

実施責任者指名

監査日程表
作成

承認 確認

監査実施方法の連絡

初回会議の実施

監査の実施

不適合事項不適合事項票の発行

内部監査チェックリストの準備

承認

確認

最終会議の実施
是正処置の
立案・実施

提案事項の発生

改善提案票の発行

改善提案内容の精査、処置案立案・実施

報告書作成報告書作成

マネジメン
トレビュー
要否の確認

サーバ上公開 フォローアップ（会議体での確認、次回監査）

ＮＯ
ＯK

監査当日
の項目

フローは
不適合も提案も同じ

内部監査実施の流れ
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提案内容（項番別）

QMSでの提案内容

EMSでの提案内容

2008.8（第1回）～2015.2（第12回）
内部統合監査での提案内容

n＝196

n＝127

⇒人材に関する提案（要望、不満）が多い
（次にEMS環境目標に関する提案）
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2003.2.14
内部品質監査にて積極的に改善提案制度開始

2003.10.12～13
内部環境監査でも改善提案制度開始

提案事例 その１

労働安全衛生に関する教育まで踏
み込んだ提案

⇒ＥＭＳの中に
労働安全衛生も意識する
きっかけとなった

ＱＭＳ、ＥＭＳの
範囲外だが
実務上は必要な事項



提案事例 その１ ＥＭＳの中に労働安全衛生の要素も組み込む



力量評価、教育訓練の内容が各部署で異なる

文具製造＝多品種少量生産

力量評価表と技術マップの併用

部署が変わると
担当品種も変わり

必要な力量も変わる

前部署の力量評価の
記録が使えない

技術マップ：
設置されている

設備、作業の内容
に対して、必要な
技術を表したもの

・要員毎に教育履歴、資格等を明確化
・技術マップより
作業毎の必要な力量の明確化

・要員毎に必要な力量を評価

提案事例 その２（力量評価）



力量評価の方法
①必要な力量をチェックリストに明記
②作業者ごとに評価

または公的資格取得で確認
③作業ごとに台帳登録

問題点
・異動の際に過去の力量評価の転記が必要
・過去の履歴が不要だと転記されず消えてしまう

提案事例 その２ 従来の力量評価方法



被評価者 個人別力量評価記録

必
要
な
力
量

作
業
１

作
業
２

作
業
３

評価項目(知識) 評価項目(技能)
評価結果に
対する処置

一人一葉の様式のため
異動、配置転換があっても
過去の履歴が残り、且つ、追記が可能

⇒この様式に統一

提案事例 その２ 改善後の力量評価方法



計画策定 計画未達成
外的要因（例えば
生産計画変更）に

より未達成

施策未実施
により未達成

計画を変更
是正処置
の実施

別な管理指標への変更の検討
工場全体：原単位優先で絶対量も管理
部署ごと：絶対量のみの管理

部署ごと：絶対量と原単位を併用する
分母に何を捉えるかが検討課題

提案事例 その３（環境目標管理）



提案事例 その３ 環境目標の計画策定時の改善

環境目標計画値の設定方法
（電力、廃棄物、燃料消費量、水使用量、緑地他）

①（電力、廃棄物＝各部署及び全体で管理）

部署別前年度実績に努力目標（１％減）、
部署別省エネ投資効果、
工場全体生産増減影響

（当年度実績と次年度計画との比率）
を考慮して部署別計画作成

⇒全部署合計して全体計画とする
②（それ以外の項目＝全体で管理）

工場全体の全年度実績に上記事項を考慮して
全体計画を作成

⇒①に関しては生産計画実績も部署ごとに
分解して部署ごとの原単位管理
（参考値）として活用する



内部監査員の評価
⇒過去１７回の実績を点数化
実施責任者：１０点
監査チーム リーダー：３点

サブリーダー：２点
監査員：１点

⇒監査実績の少ない監査員が多い
（必ずしも若手のみではない）

今後の内部監査の方向性

・各工場間での相互内部監査の実施
⇒他工場の管理状況を学ぶ

・内部監査員の層別（評価）
⇒監査チーム編成時の考慮事項とする

・要員の年齢構成の問題

新たな問題点
⇒監査の質の低下



今後の内部監査の方向性

⇒監査実績の少ない若手監査員に監査経験を積ませる
⇒課長職中心の監査へ戻す、再雇用者の活用
⇒項番重視から実績重視（ＴＱＭ的な監査へ）

従業員年齢構成の問題
新任課長職世代（４０代前半）

より若い世代の要員が少ない
（採用を差し控えた時期

⇒就職氷河期世代）

課長職を監査員から外し
若手中心の監査チーム
⇒要員が少ない

・監査チームが組めない
・監査レベルの低下 0
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⇒急遽上市した油性ボール
ペンの新製品、
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起因による
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の増加

⇒新規原材料導入時の確認
方法の変更・規定化
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そ
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他 未然防止の効果も？
提案されたことに対処することで
顧客満足度の代用特性としている
市場クレーム、検査不合格が
減りつつある

ヒューマン
エラーの急増？

４．パフォーマンス結果
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茨城工場 廃棄損金比推移

廃棄損金比の
低減が図れている

廃棄損金比
＝廃棄金額÷生産金額（％）

QMS導入の効果

顧客満足度の代用特性である
最終検査不合格件数、
市場クレーム件数を
捉え、管理することにより

それぞれの件数の低減が
図れている



EMS導入の効果（1/2）

当工場の環境目標：二酸化炭素排出量（原単位優先で絶対量も管理）
電力消費量、廃棄物排出量、燃料消費量、水使用量
及び再生材使用量、樹木の数、エコ通勤などをＣＯ2に換算
当工場内で生産された製品千本あたりに換算（原単位）

年度目標値の決め方

前年度実績及び当年度計画を考慮して算定（部署ごと⇒工場全体）
努力義務：△１％
考慮事項：生産計画前年対比（％）×１／２、設備投資による変動等

各部署ごとの計画値を算出
⇒工場全体に積み上げ
⇒工場全体の環境目標を設定

（原単位）

原単位
当工場内で生産された
製品千本あたりのCO2発生量
絶対量÷生産本数（千本）



CO2発生量
絶対量CO2-ton）

CO2発生量
原単位CO2-kg／千本）

それ以外にも…（それ以上に…）

法規制の順守、リスク評価などのシステム整備により
顕在的はもとより潜在的環境リスクへも対応可能

EMS導入の効果（2/2）

地道な環境目標の
積み上げにより、

二酸化炭素排出量
の低減
が図れ、着実に
成果を上げている



最後に…２０１５年版移行準備～2017.6移行完了

ギャップ：
旧規格と新規格の
ギャップ

毎朝、就業前のミーティング時に
管理職を対象として
規格の読みあわせを実施して、

規格内容の理解を促進させた

過去のシステム構築の
経験が活かされ
昨年スムーズに移行完了



ご清聴
有り難うございました


